
三軒屋地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 三軒屋

１．地区の概要
① 関係市町村：北海道夕張郡由仁町
② 受 益 面 積：106ha
③ 主 要 工 事：区画整理106ha
④ 事 業 費：1,056百万円
⑤ 事 業 期 間：平成15年度～平成20年度
⑥ 関 連 事 業：なし

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,218,602

年総効果額 ② 138,841

廃用損失額 ③ 81,954 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 35年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 0.0553 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 2,428,733

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.99

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

農業生産向上効果 6,732

作物生産効果 6,619 用水施設の改修による用水の安定供給及び排水路、
暗きょ排水整備に伴う農作物の生産量の増加

品質向上効果 113 農道整備による荷痛み防止及び防塵による農作物の
品質向上に伴う生産物出荷額の向上

農業経営向上効果 116,580

営農経費節減効果 86,681 区画整理及び用排水路改修による労働の省力化、機
械経費の節減

維持管理費節減効果 26,792 用排水施設及び農道の改修による維持管理費の増減

営農に係る走行経費 3,107 農道の整備による通作及び農業輸送の効率化による
節減効果 車両走行経費の節減



（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

生産基盤保全効果 15,501

更新効果 15,501 用水施設の改修による現況施設機能（農業生産）の
維持

生活環境整備効果 28

一般交通等経費節減 28 農道の整備による一般交通の車両走行経費の節減
効果

計 138,841

廃用損失額 81,954 耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
用水施設の改修による農業用水の安定供給及び排水路、暗きょ排水整備による湿害の防止によ

って農作物の「収量増」、並びに「作物別作付面積の増減」により農作物の生産量が増加する効
果。

○対象作物
水稲、小麦、大豆、ばれいしょ、飼料作物

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－事業実施前の現況における農作物の

生産量）×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

効果 農作物生産量（ｔ） 生産物 増 加 純益 年効果額
作物名 要因 単 価 粗収益 率

現況 事後評 増減 (千円/t) （千円） （％） （千円）
価時点

① ② ③=②- ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×
① ⑥

水稲 作付減 383 349 △ 34 209 △7,085 10 △709

単収増 349 391 42 209 8,820 81 7,144

計 8 1,735 6,435

小麦 作付増 45 67 22 149 3,323 - -

単収増 32 45 13 149 1,937 61 1,182

計 35 5,260 1,182

大豆 作付減 34 3 △31 239 △7,338 - -

計 △31 △7,338 -

ばれいし 作付減 149 0 △149 66 △9,821 15 △1,473
ょ

計 △149 △9,821 △1,473

飼料作物 作付増 0 172 172 23 3,958 12 475

計 172 3,958 475

合 計 6,619



・農作物生産量：現況の農作物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時点
の農作物生産量（②）は、農林水産統計等による最近５か年の平均単収、湿
潤かんがい等による増収率を考慮し算定した。

・生産物単価（④）：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格。

・純益率（⑥）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を
使用した。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
農道整備による沿線農作物の防塵効果により商品化率が向上する効果。

○対象作物
水稲、小麦、飼料作物

○効果算定式
年効果額＝出荷増加量×生産物単価

○年効果額の算定
防塵効果

作物名 出荷増加量 生産物単価 年効果額
① ② ③=①×②

ｔ 千円/ｔ 千円
水稲 0.4 209 84

小麦 0.1 149 15

飼料作物 0.6 23 14

113

・出荷増加量（①）：事後評価時点で防塵効果が発生している農作物の出荷増加量を基に算定し
た。

・生産物単価（②）：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格。



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方
区画整理により、ほ場内の作業効率等の向上が図られ営農に係る経費が節減される効果。

○対象作物
水稲、小麦、飼料作物

○年効果額算定式
年効果額＝事業実施前の現況における営農経費－事後評価時点における営農経費

○年効果額の算定
営農経費 年効果額

作物名 効果要因 現況 事後評価時点

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

水稲 区画整理 129,187 46,466 82,721
小麦 区画整理 6,376 3,437 2,939
飼料作物 区画整理 1,805 784 1,021

合 計 137,368 50,687 86,681

・現況営農経費（①）：経済効果算定資料に記載された現況の経費を基に算定した。
・事後評価時点の営農経費（②）：北海道の農業経営指標等を参考に整理し算定した。

（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方
用排水施設及び農道の改修により、従前の施設の維持管理費が節減される効果。

○対象施設
用水路、排水路、農道

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費

○年効果額の算定
事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

30,200 3,408 26,792

・事業実施前の現況維持管理費（①）：経済効果算定資料に記載された現況の経費を基に算
定した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：施設の管理団体からの聞き取りによる維持管理費用
の実績等を基に算定した。



（５）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方
区画整理に伴う附帯支線農道が改良されることにより、農産物の生産並びに流通に係る輸送経
費が節減される効果。

○対象施設
支線農道

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業実施前の現況走行経費 － 事後評価時点の走行経費

○年効果額の算定
事業実施前の現況走行経費 事後評価時点の走行経費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

6,606 3,499 3,107

・事業実施前の現況走行経費（①）：経済効果算定資料に記載された現況の走行経費を基に
算定した。

・事後評価時点の走行経費 （②）：経済効果算定資料に記載された計画の走行経費の算定
諸元を基に事後評価時点の経費を算定した。

（６）更新効果

○効果の考え方
老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ

れる効果。

○対象施設
用水路、排水路、農道

○効果算定式
年効果額＝最経済的事業費 × 還元率

○年効果額の算定

対象施設 最経済的事業費 還元率 年効果額 備 考
① ② ③=①×②

千円 千円
支線農道 4,115 0.0505 208 耐用年数40年

耕作道 32,470 0.0505 1,640 耐用年数40年

用水路 125,710 0.0505 6,348 耐用年数40年

排水路 144,656 0.0505 7,305 耐用年数40年

合計 306,951 15,501

・最経済的事業費（①）：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。
・還元率 （②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換

算するための係数。



（７）一般交通等経費節減効果

○効果の考え方
農道が改良されることにより、一般交通等に係る経費が節減される効果。

○対象施設
支線農道

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業実施前の現況走行経費 － 事後評価時点の走行経費

○年効果額の算定
事業実施前の現況走行経費 事後評価時点の走行経費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

49 21 28

（例）
・事業実施前の現況走行経費（①）：経済効果算定資料に記載された現況の走行経費を基に

算定した。
・事後評価時点の走行経費 （②）：経済効果算定資料に記載された計画の走行経費の算定

諸元を基に事後評価時点の経費を算定した。

（８）廃用損失額

○考え方
廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数を尽きていない施設については、廃止及び改修によっ

て施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

○対象施設
用水路

○廃用損失額の算定式
廃用損失額＝償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 設置年 償却資産額 残存率 廃用損失額
（千円） （％） （千円）

（廃用施設） ① ② ③＝①×②

用水路 S60～H7 125,710 52.5～77.5 81,954

合計 81,954

・償却資産額（①）：廃用施設の事業費から廃棄価額（スクラップとしての価格）を差し引
いた額



４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（平成26年3月27日一部改正））

【費用】
・総事業費及び費用算定に必要な各種諸元については、北海道空知総合振興局産業振興部調整課

調べ

【便益】
・北海道（平成14年度）「三軒屋地区土地改良事業計画書、経済効果算定資料」
・北海道農政事務所「北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編、総合編）」
・便益算定に必要な各種諸元は、北海道農政部農村計画課調べ



厚南第１地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 厚南第１

１．地区の概要
① 関係市町村：北海道勇払郡厚真町
② 受 益 面 積：242ha
③ 主 要 工 事：区画整理 240ha 農業用用排水施設 5.1km
④ 事 業 費：2,675百万円
⑤ 事 業 期 間：平成15年度～平成20年度（計画変更：平成17年度）
⑥ 関 連 事 業：国営農業用水再編対策事業 勇払東部地区

道営厚真川総合開発事業 厚幌ダム地区

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 6,974,830 関連事業を含む

年総効果額 ② 427,439

廃用損失額 ③ 105,494 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 44年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 0.0502 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 8,409,227

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.20

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

農業生産向上効果 16,665

作物生産効果 16,665 用排水施設の改修による用水の安定供給及び水田の
汎用化に伴う農作物の生産量の増加

農業経営向上効果 247,501

営農経費節減効果 123,419 区画整理、用排水施設の整備による労働の省力化、
機械経費の節減

維持管理費節減効果 124,082 用排水施設の改修による維持管理費の増減

生産基盤保全効果 160,642

更新効果 160,642 用排水施設の改修による現況施設機能（農業生産）
の維持



（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

地域資産保全・向上効果 2,483

公共施設保全効果 1,224 本事業の実施に伴う橋梁の架け替えによって、地域
の利便性が確保され、また、付替対象道路等の耐用
年数が増加すること等の効果

地域用水効果 1,259 整備された用水施設が防火用水施設等として利用さ
れることにより、防火用水施設等の設置費用が節減
される効果

景観保全効果 148

水辺環境整備効果 148 農業用水施設の整備に際し、周辺景観や親水性等に
配慮した設計、構造としたことにより、水辺環境が
保全、創造される効果

計 427,439

廃用損失額 105,494 耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
用水施設の改修により、農業用水が安定供給されることによって農作物の「収量増」及び「作
物別作付面積の増減」により農作物の生産量が増加する効果。

○対象作物
水稲、小麦、小豆、大豆、ばれいしょ、てんさい、飼料作物、ほうれんそう

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－事業実施前の現況における農作物の

生産量）×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

効果 農作物生産量（ｔ） 生産物 増 加 純益 年効果額
作物名 要因 単 価 粗収益 率

現況 事 後評 増減 (千円/t) （千円） （％） （千円）
価時点

① ② ③=②-① ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×

水稲 作付減 584.6 456.5 △ 128.1 209 △ 26,794 10 △ 2,679

単収増 456.5 531.3 74.8 209 15,591 81 12,629

計 △ 53.3 △ 11,203 9,950

小麦 作付増 29.3 86.6 57.2 163 9,324 - -

単収増 78.6 86.6 8.0 163 1,304 61 795

計 65.2 10,628 795

小豆 作付増 67.7 72.7 5.0 340 1,802 20 360

単収増 57.2 73.0 15.8 340 5,372 84 4,513

計 20.8 7,174 4,873

大豆 作付増 69.1 84.5 15.0 219 3,351 - -

単収増 67.8 84.4 16.6 219 3,635 63 2,290

計 31.6 6,986 2,290

ば れ い 作付減 850.1 222.7 △ 627.4 78 △ 48,937 15 △ 7,341
しょ

単収増 222.7 288.6 65.9 78 5,140 82 4,215

計 △ 561.5 43,797 △ 3,126

て ん さ 作付増 268.1 1,694.4 1,426.0 17 24,247 - -
い

単収増 1,617.5 1,694.4 76.8 17 1,306 70 914

計 1,502.8 25,553 914



飼 料 作 作付減 875.5 420.8 △ 454.7 73 △ 33,200 - -
物

単収増 420.8 545.8 125.0 73 9,125 12 1,095

計 △ 329.7 △ 24,075 1,095

ほ う れ 作付減 6.0 0.0 △ 6.0 338 △ 2,328 2 △ 47
んそう

計 △ 6.0 △ 2,328 △ 47

小麦 作付増 0 7.6 7.6 163 1,239 - -
(畑)

計 7.6 1,239 -

小豆 作付増 0 5.9 5.9 340 2,006 20 401
(畑)

計 5.9 2,006 401

大 豆 作付増 0 6.2 6.2 219 1,352 - -
(畑)

計 6.2 1,352 -

ほうれ 作付減 61.8 0 △ 61.8 338 △ 23,978 2 △ 480
んそう
(畑)

計 △ 61.8 △ 23,978 △ 480

合 計 16,665

・農作物生産量：現況の農作物生産量（①）は、事業計画時の地域現況による。事後評価時点
の農作物生産量（②）は、農林水産統計等による最近５か年の平均単収、湿
潤かんがい等による増収率を考慮し算定した。

・生産物単価（④）：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した
価格。

・純益率（⑥）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を
使用した。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方
区画整理及び用水改良により、ほ場内の作業効率等の向上が図られ営農に係る経費が節減され
る効果。

○対象作物
水稲、小麦、小豆、大豆、ばれいしょ、てんさい、飼料作物



○年効果額算定式
年効果額＝事業実施前の現況における営農経費－事後評価時点における営農経費

○年効果額の算定
営農経費 年効果額

作物名 効果要因 現況 事後評価時点

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

水稲 区画整理 168,266 63,214 105,052
水稲 用水改良 551 458 93
小麦 排水改良 6,434 3,455 2,979
小豆 排水改良 6,232 3,939 2,293
大豆 排水改良 7,759 4,904 2,855
ばれいしょ 排水改良 5,103 2,760 2,343
てんさい 排水改良 17,155 10,353 6,802
飼料作物 排水改良 1,913 1,289 624
小麦(畑) 排水改良 459 298 161
小豆(畑) 排水改良 414 313 101
大豆(畑) 排水改良 476 360 116

合 計 123,419

・現況営農経費（①）：経済効果算定資料の現況と計画の対比(第6表)に記載された現況
経費を基に算定した。

・事後評価時点の営農経費（②）：北海道の農業経営指標等を参考に整理し算定した。

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
用排水及び耕作道の改修により、従前の施設の維持管理費が節減される効果。

○対象施設
用水路、排水路、耕作道等

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費

○年効果額の算定
事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

176,983 52,901 124,082

・事業実施前の現況維持管理費（①）：経済効果算定資料に記載された本地区に係る現況の
維持管理費を基に算定した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：施設の管理団体からの聞き取りによる維持管理費用
の実績等を基に算定した。

（４）更新効果

○効果の考え方
老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。



○対象施設
用水路、排水路、耕作道

○効果算定式
年効果額＝最経済的事業費 × 還元率

○年効果額の算定

対象施設 最経済的事業費 還元率 年効果額 備 考
① ② ③=①×②

千円 千円
第6区用水路 236,520 0.0505 11,944 耐用年数40年

区画整理(農業用用水 443,590 0.0505 22,401 耐用年数40年
路)

区画整理(農業用排水路) 209,293 0.0879 18,390 耐用年数15～40年

区画整理(耕作道) 37,076 0.0505 1,872 耐用年数40年

農業用用排水施設 1,773,161 0.0598 106,035 耐用年数10～50年
（国営勇払東部地区）

合計 160,642

・最経済的事業費（①）：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。
・還元率 （②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換

算するための係数。

（５）公共施設保全効果

○効果の考え方
農業用排水路を改修する際に、橋梁の架け替えを補償工事として行う場合に、地域の利便性

が確保されるとともに、付け替え対象道路等の耐用年数が増加すること等により付随的に便益
が向上する効果

○対象施設
排水路橋梁

○効果算定式
年効果額 ＝（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の

耐用年数に応じた還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定
維持管理費節減効果 一般交通等経費節減効果 更新効果 計

① ② ③ ④＝①＋②＋③
千円 千円 千円 千円

△72 ― 1,296 1,224

・維持管理費節減効果（①）：橋梁の架け替えによりこれまで必要とされた維持管理費が節
減する効果として、本事業により節減された維持管理費を基
に算定した。

・一般交通等経費節減効果（②）：対象施設は事業実施前の機能と同等の機能回復を行って
いることから、走行経費の増減は生じないものとして算
定した。

・更新効果（③）：本事業における補償工事によって旧施設が持つ従来の機能が維持される
効果であり、当該事業の設置投資額を基に算定した。



（６）地域用水効果

○効果算定の考え方
本事業により整備される用水施設を生活用水や防火用水施設として利用することにより、受

益地周辺集落等が必要とする各施設の設置費用が節減される効果

○対象施設
用水路

１生活用水効果
〇効果算定式

年効果額＝（地域用水利用戸数×1箇所当たりの建設費）×還元率

○年効果額の算定

地域用水利用戸数 １箇所当たり 還元率 年効果額
① 建設費

② ③ ④＝①×②×③
戸 千円 千円

49 5.256 0.2246 58

※生活用水機能は、農産物や農機具等の洗浄にあたり、作業の利便性が向上する機能であり、上
水道を補完する機能の代替となっている。よって、上水道や他の場所で行うとした場合に必要
とされる各種施設の設置費用や必要経費等の節減額である。

・地域用水利用戸数（①） ：地域用水の利用戸数
・１箇所当たり建設費（②） ：近傍地区の施設の建設費を基に算定した。
・還元率（③） ：施設が有している総効果額を耐用年数期間における

年効果額に換算するための係数。

２防火用水効果
〇効果算定式

年効果額＝（地域集落等の防火水槽の設置の節減数×1箇所当たりの建設費）×還元率

○年効果額の算定

防火水槽の設置節減数 １箇所当たり 還元率 年効果額
① 建設費

② ③ ④＝①×②×③

箇所 千円 千円

24 473 0.0505 573

※火災時に防火用水として活用を図ることが可能な機能であり、防火施設機能の代替機能とっ
ている。よって集落等の地域が必要としている防火施設の設置費用との節減額とした。

・防火水槽の設置節減数（①） ：防火用水として利用可能な畑地かんがい施設数を基
に算定した。

・１箇所当たり建設費(②） ：近傍地区の防火水槽の建設費を基に算定した。
・還元率(③） ：施設が有している総効果額を耐用年数期間における

年効果額に換算するための係数。



３景観保全効果
〇効果算定式

年効果額＝水辺環境施設の投資額×還元率
○年効果額の算定

投資施設名 投資額 還元率 年効果額
① ② ③＝①×②

植栽工 千円 千円

717 0.2246 161

護岸工 12,393 0.0505 626

合計 787

※農業用水の多面的機能を活用するとともに、周辺景観や親水性等に配慮した設計、構造とする
こ親水空間（景観）として水辺をもった公園と同等の機能が増進される。

４地域用水効果の総括

項 目 年効果額 備 考

千円

生 活 用 水 58

防 火 用 水 573

景 観 保 全 787

維持管理費節減 △159 生活用水△7＋景観△152

計 1,259

（７）水辺環境整備効果

○効果算定の考え方
農業用水の多面的機能を活用するとともに、周辺景観や親水性等に配慮した設計、構造とす

ることにより、従来に比較して地域住民やそこを訪れる人によって、親水空間(景観)として水
辺をもった公園と同等の機能が増進される効果

○効果算定式
年効果額＝投資額×還元率

投資額 還元率 年効果額
投資施設名 ① ② ③＝①×②

千円 千円

魚道 2,936 0.0505 148

合 計 148

※頭首工工事費の内生態系に配慮した整備に要する事業費に耐用年数に応じた資本還元率を乗
じ、水辺環境整備効果額として算出した。

・投資額（①） ：環境に配慮した機能を付加するために要する追加投
資に係わる経費。

・還元率(②） ：施設が有している総効果額を耐用年数期間における
年効果額に換算するための係数



（８）廃用損失額

○考え方
廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数を尽きていない施設については、廃止及び改修によっ

て施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

○対象施設
第6区用水路、区画整理(農業用用水)、鯉沼揚水機場、区画整理(農業用排水)、区画整理(耕
作道)等

○廃用損失額の算定式
廃用損失額＝償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 設置年 償却資産額 残存率 廃用損失額
（千円） （％） （千円）

（廃用施設） ① ② ③＝①×②

第6区用水路 S42 236,520 0 0

区画整理(農業用用水) S42～45 177,574 5.3 9,411

鯉沼揚水機 S39 3,123 0 0

区画整理(農業用排水) S42～45 10,778 5.3 571

区画整理(耕作道) S45 37,076 0 0

農業用用排水施設 S41～S62 528,887 18.06 95,512
（国営勇払東部地区）

合計 105,496

・償却資産額（①）：廃用施設の事業費から廃棄価額（スクラップとしての価格）を差し引
いた額

４.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（平成26年3月28日一部改正））

【費用】
・当該事業費及び関連事業費に係る諸元については胆振総合振興局産業振興部農村振興課調べ

【便益】
・北海道（平成17年度計画変更）「厚南第1区経済効果算定資料」
・便益算定に必要な各種諸元は、北海道農政部農村振興局農村計画課調べ



坊沢地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 坊沢

１．地区の概要
① 関係市町村：秋田県北秋田市（旧鷹巣町）
② 受 益 面 積：182ha
③ 主 要 工 事：区画整理 181.9ha、農道 26.3km、用水路 17.7km、排水路 18.6km、

暗渠排水 178.8ha
④ 事 業 費：2,095百万円
⑤ 事 業 期 間：平成14年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
⑥ 関 連 事 業：県営排水対策特別事業（坊沢）、県営かんがい排水事業（鷹巣三堰）

２．投資効率の算定
（単位：千円）

区 分 算定式 数 値 備 考

総事業費 ① 2,895,745 関連事業を含む

年総効果額 ② 228,725

廃用損失額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 37年 当該事業の耐用年数

還元率×（１＋建設利 ⑤ 0.0539 総合耐用年数に応じ、年総効果
息率） 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②÷⑤－③ 4,243,506

投資効率 ⑦＝⑥÷① 1.46

３．年総効果額の総括
（単位：千円）

区 分 年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目

農業生産向上効果 2,273

作物生産効果 2,273 用水の安定供給及び区画拡大等による農作物生産量
の増加

農業経営向上効果 208,334

営農経費節減効果 177,999 用水の安定供給及び区画拡大等による労働の省力
化、機械経費の節減

維持管理費節減効果 30,335 用水の安定供給及び区画拡大等による維持管理費の
増減

生産基盤保全効果 18,118

更新効果 18,118 老朽化した土地改良施設を更新することによる現況
施設機能（農業生産）の維持

計 228,725



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
用水の安定供給及び区画拡大等により、農作物の「収量」及び「作物別作付面積」が増減し、
生産量が増減する効果。

○対象作物
水稲、大豆、えだまめ、きゅうり、やまのいも、ししとう

○年効果額算定式
年効果額＝生産増減量（事後評価時点の農作物の生産量－事業実施前の現況における農作物の

生産量）×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

効果 農作物生産量（ｔ） 生産物 増 加 純益 年効果額
作物名 要因 単 価 粗収益 率

現況 事後評 増減 (千円/t) （千円） （％） （千円）
価時点

① ② ③=②- ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×
① ⑥

水稲 作付増 － 169.7 169.7 217 36,825 － －

単収増 791.0 814.0 23.0 217 4,991 77 3,843

計 41,816 3,843

大豆 作付増 － 8.8 8.8 115 1,012 － －

単収減 17.7 8.1 △9.6 115 △1,104 － －

計 △92 －

えだまめ 作付減 7.1 － △7.1 535 △3,799 9 △342

計 △3,799 △342

きゅうり 作付減 44.0 － △44.0 179 △7,876 9 △709

計 △7,876 △709

やまのい 作付減 － △3.7 △3.7 352 △1,302 15 △195
も

単収減 2.6 2.4 △0.2 352 △70 － －

計 △1,372 △195

ししとう 作付減 2.1 － △2.1 1,082 △2,272 9 △204

計 △2,272 △204

大豆 作付減 1.9 － △1.9 115 △219 － －
（畑）

計 △219 －

えだまめ 作付減 2.5 － △2.5 535 △1,338 9 △120



（畑）
計 △120

合計 2,273

・農作物生産量：現況の農作物生産量（①）は、事業計画変更時の地域現況による。事後評価
時点の農作物生産量（②）は、農林水産統計等による最近５か年の平均単収
から算定した。

・生産物単価（④）：「土地改良事業経済効果測定の標準値」のデータを使用した。
・純益率（⑥）：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を

使用した。
・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方
用水の安定供給及び区画拡大等により、ほ場内の作業効率等の向上が図られ営農に係る経費

が節減される効果。

○対象作物
水稲、大豆

○年効果額算定式
年効果額＝事業実施前の現況における営農経費－事後評価時点における営農経費

○年効果額の算定
営農経費 年効果額

作物名 効果要因 現況 事後評価時点

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

水稲 区画整理(大区画) 117,270 47,590 69,680
水稲 区画整理(中区画) 194,771 91,876 102,895
大豆 区画整理(大区画) 13,151 7,727 5,424

計 177,999

・現況営農経費（①）：秋田県の農業経営指標と現況経費を参考に算定した。
・事後評価時点の営農経費（②）：秋田県の効果効用調査結果を参考に整理し算定した。

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方
用水の安定供給及び区画拡大等により、従前の施設の維持管理費が節減される効果。

○対象施設
幹線用水路、幹線排水路、支線用水路、揚水機場、支線道路(AS)、小用排水路、農道(砂利)

○効果算定式
年効果額＝事業実施前の現況維持管理費 － 事後評価時点の維持管理費



○年効果額の算定
事業実施前の現況維持管理費 事後評価時点の維持管理費 年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

40,557 10,222 30,335

計 30,335

・事業実施前の現況維持管理費（①）：事業計画書に記載された現況の維持管理費を基に算
定した。

・事後評価時点の維持管理費 （②）：事業計画書に記載された事業実施後の維持管理費に
支出済換算係数を乗じて現在価値化した。

（４）更新効果

○効果の考え方
老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。

○対象施設
幹線用水路、幹線排水路、支線用水路

○効果算定式
年効果額＝最経済的事業費 × 還元率

○年効果額の算定

対象施設 最経済的事業費 還元率 年効果額 備 考
① ② ③=①×②

千円 千円
幹線用水路 90,366 0.0505 4,563 耐用年数40年

支線用水路 56,928 0.0505 2,875 耐用年数40年

県営かんぱい 211,485 0.0505 10,680 耐用年数40年

合計
18,118

・最経済的事業費（①）：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。
・還元率 （②）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換

算するための係数。

５.評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省構造改善局計画部監修（1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社
・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年3月28日付け農林水産省農
村振興局企画部長通知（平成26年3月27日一部改正））

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元については、秋田県農林水産部農地整備課調べ

【便益】
・秋田県（平成19年11月）「坊沢地区土地改良事業計画書」
・東北農政局秋田農政事務所「秋田農林水産統計年報」
・便益算定に必要な各種諸元は、秋田県農林水産部農地整備課調べ



板橋大塚地区の事業の効用に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 板橋大塚

１．地区の概要
① 関係市町村：茨城県龍ケ崎市
② 受 益 面 積：77ha
③ 主 要 工 事：区画整理 72.0ha、農道 6.8km、用水路 15.7km、排水路 8.3km、

暗渠排水 71.8ha
④ 事 業 費：2,308百万円
⑤ 事 業 期 間：平成９年度～平成20年度（計画変更：平成19年度）
⑥ 関 連 事 業：なし

２．総費用総便益比の算定
（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 4,537,648

当該事業による費用 ② 4,038,747

その他費用（関連事業＋資産価額＋再整備費） ③ 498,901

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 52年

総便益額（現在価値化） ⑤ 5,760,908

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） ⑥＝⑤÷① 1.26

（２）総費用の総括 （単位：千円）

区 施設名 事業着工 当 該 関 連 評価期間 評 価 期 間 総費用
時 点 の 事業費 事業費 における 終了時点の

分 (又は工種) 資産価額 予防保全費 資 産 価 額 ⑥＝
・再整備費 ①＋②＋③

① ② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

整地工 － 1,425,488 － － － 1,425,488

機場下部工 － 232,809 － 46,453 35,738 243,524

当 機械設備 － 416,876 － 252,953 79,269 590,560

樋管 － 312,677 － 72,788 24,772 360,693

ゲート設備 － 35,874 － 10,183 3,465 42,592

上屋 － 67,672 － － 518 67,154

該 調整池 － 121,401 － － 10,392 111,009

用水路（管路） － 292,570 － 79,679 29,860 342,389

排水路（コンクリー － 612,095 － 140,136 63,114 689,117
ト製品）



農道（路盤・路床） － 26,857 － 3,692 4,922 25,627
事

農道（敷砂利） － 12,023 － 8,898 397 20,524

暗渠排水工 － 220,542 － 87,835 1,611 306,766

集落排水（コンクリ － 93,587 － 24,247 9,975 107,859
ート製品）

集落道路（路盤・路 － 141,297 － 8,239 26,773 122,763
床）

業
集落道路（舗装工） － 21,889 － 34,933 4,414 52,408

集落道路（敷砂利） － 5,090 － 4,389 353 9,126

小 計 － 4,038,747 － 774,425 295,573 4,517,599

そ 大塚堰 8,695 － － 12,400 1,046 20,049
の
他 小 計 8,695 － － 12,400 1,046 20,049

合 計 8,695 4,038,747 － 786,825 296,619 4,537,648



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因
効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作物生産効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
43,342 合と実施しなかった場合での作物生産量が増

減する効果

品質向上効果 集落道路の整備を実施した場合と実施しなか
49 った場合での生産物の商品化量が増加する効

果

営農経費節減効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
103,871 合と実施しなかった場合での営農経費が増減

する効果

維持管理費節減効果 区画整理及び用排水施設の整備を実施した場
△5,515 合と実施しなかった場合での施設の維持管理

費が増減する効果

農村の振興に関する効果

地籍確定効果 673 区画整理を実施した場合と実施しなかった場
合での国土調査に要する経費が節減する効果

非農用地等創設効果 区画整理を実施した場合と実施しなかった場
18,188 合での公共用地等の用地調達経費が節減する

効果

合 計 160,608



（４）総便益額算出表













３．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物
生産量の比較により年効果額を算定した。

○対象作物
水稲、飼料用米、大豆、らっかせい、きゅうり、こまつな、ねぎ

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）
×単価×単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）
×単価×作付増減の純益率

○年効果額の算定

新設 効果 農作物生産量 生産物 増 加 純益 年効果額

作物名 ・ 事業なかりせば 事業ありせば 増減 単 価 粗収益 率

更新 要因 ① ② ③＝②-① ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

t t t 千円/ｔ 千円 ％ 千円

新設 単収増 231.8 237.7 5.9 232 1,369 77 1,054

水 稲 作付減 284.8 231.8 △52.9 232 △12,273 － －

更新 単収増 61.0 292.0 231.0 232 53,592 77 41,266

(水管理改良)

計 42,320

飼料用米 新設 作付増 0.0 71.2 71.2 30 2,136 － －

大 豆 新設 作付増 0.0 24.0 24.0 105 2,520 － －

らっかせい 新設 作付増 0.0 3.0 3.0 367 1,101 － －

きゅうり(夏秋) 新設 作付増 0.0 11.9 11.9 247 2,939 9 265

きゅうり(冬春) 新設 作付増 0.0 11.1 11.1 189 2,098 9 189

こまつな 新設 作付増 0.0 11.7 11.7 263 3,077 19 585

ね ぎ 新設 作付減 4.4 0.0 △4.4 192 △845 2 △17

合 計 43,342

【新設】
・農作物生産量：「事業なかりせば」は、事業実施前の現況の生産量であり、板橋大塚地区土

地改良事業計画書等に記載された各種諸元を基に算定した。
「事業ありせば」は、評価時点の生産量であり、農林水産統計等による最近
年の平均単収及び現地調査結果を基に算定した。

【更新】
・農作物生産量：「事業なかりせば」は、農業用水機能の喪失時に想定される生産量であり、

「事業ありせば」に効果要因別に失われる増収率を考慮し算定した。
「事業ありせば」は、評価時点の生産量であり、農林水産統計等による最近
年の平均単収を基に算定した。

【共通】
・生産物単価：農業物価統計等による最近５カ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格



を用いた。
・純 益 率：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を

使用した。
・表示単位未満を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と合わない。

（２）品質向上効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合(事業なかりせば)の生産物の商品
化量の比較により年効果額を算定した。

○対象作物
きゅうり

○効果算定式
年効果額＝効果対象数量×生産物単価

○年効果額の算定

作物名 効果対象数量 生産物単価 年効果額
① ② ③＝①×②

t 千円/t 千円

きゅうり 0.2 247 49

・効果対象数量：事後評価時点の生産量に「事業ありせば」及び「現況」の商品化率の差を乗
じて算定した。

・生産物単価 ：農業物価統計等による最近５か年の販売価格に消費者物価指数を反映した価
格を用いた。

（３）営農経費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)の労働費、機械経
費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。

○対象作物
水稲

○年効果額算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば営農経費 － 事業ありせば営農経費

○年効果額の算定
水稲ありせば（区画整理による作業効率の向上、担い手の経営規模拡大による機械経

費の節減）
水稲なかりせば（用水管理作業の有無による労働費の増減）

営農経費 年効果額

新 設 更 新

作物名 現況 事後評価時点 事業なかりせば 事業ありせば ⑤＝（①－②）

(事業なかりせば) (事業ありせば) 営 農 経 費 営 農 経 費 ＋（③－④）

① ② ③ ④

水 稲 千円 千円 千円 円 千円

（区画整理） 131,848 24,870 128,741 131,848 103,871



【新設】
・事業なかりせば営農経費(①)：板橋大塚地区土地改良事業計画書等に記載された現況の経

費を基に算定した。
・事業ありせば営農経費(②) ：事後評価時の営農経費であり、当該事業地区の事後評価時

点の経営規模、機械装備及び作業体系を基に算定した。
【更新】
・事業なかりせば営農経費(③)：事業ありせば営農経費から事業なかりせば想定される用水

管理作業経費を除いて算定した。
・事業ありせば営農経費(④) ：板橋大塚地区土地改良事業計画書等に記載された現況の経

費を基に算定した。

（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方
事業を実施した場合(事業ありせば)と実施しなかった場合(事業なかりせば)を比較し、維持管
理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設
用排水機場、用水路、排水路、農道、集落道路 等

○効果算定式
年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考
① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費
3,776 9,291 △5,515 9,713千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：施設の管理団体等からの聞き取りによる維持管理費用
のうち、施設の安全管理等に最低限必要な維持管理費
用の実績値をもとに算定。

・事業ありせば維持管理費 （②）：施設の管理団体等からの聞き取りによる維持管理費用
の実績値をもとに算定。

※本事業の実施により節減が見込まれる維持管理費は、現況と計画との差の422千円。
現況－計画（事業ありせば）＝9,713千円－9,291千円＝422千円（節減額）

（５）地籍確定効果

○効果の考え方
事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、土
地を国土調査する場合に要する経費の差をもって年効果額を算定した。

○対象
当該事業による区画整理

○年効果額算定式
年効果額 ＝ （事業なかりせば国土調査費 － 事業ありせば国土調査費） × 還元率



○年効果額の算定
事業なかりせば 事業ありせば 還元率 年効果額
国土調査費 国土調査費 ③ ④＝（①－②）×③

① ②
千円 千円 千円

16,493 0 0.0408 673

・事業なかりせば国土調査費（①）：近傍地区における国土調査費を基に算定した。
・事業ありせば国土調査費 （②）：当該事業の実施により、国土調査費は０として算定し

た。
・還元率 （③）：施設等が有している総効果額を耐用年数期間（基本

的に100年とする）に換算するための係数

（６）非農用地等創設効果

○効果の考え方
区画整理等の面的整備事業において、換地手法を用いて公共用地等の非農用地を円滑に創設す
ることにより、合理的かつ経済的に他の事業者が用地を取得できることから、事業を実施した
場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、用地調達に
要する経費の差をもって年効果額を算定した。

○算定対象
当該事業の実施により創設された非農用地（道路用地）

○効果算定式
年効果額＝（想定経費（事業なかりせば用地調達経費）－計画経費（事業ありせば用地調達

経費））×還元率

○年効果額の算定
想定経費 計画経費 還元率 年効果額
① ② ③ ④＝（①－②）×③

千円 千円 千円

449,410 3,616 0.0408 18,188

・想定経費（①）：当該事業を実施しなかった場合に想定される用地調達経費であり、近傍
地区における事例を基に算定した。

・計画経費（②）：当該事業を実施した場合における用地調達経費を算定した。
・還元率 （③）：施設等が有している総効果額を耐用年数期間（基本的に100年とする）

に換算するための係数

４．評価に使用した資料

【共通】
・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課（監修）（平成19年）「新たな土地
改良の効果算定マニュアル」大成出版社（平成20年３月31日一部改正、平成21年３月31日一部
改正、平成26年３月27日一部改正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振
興局企画部長通知（平成26年３月27日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年３月27日付け農村振興局
整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】
・費用算定に必要な各種諸元は、茨城県農林水産部農地局農村計画課調べ



【便益】
・「板橋大塚地区土地改良事業計画書」（平成18年）
・「茨城農林水産統計年報」関東農政局茨城農政事務所
・「農業機械・施設便覧（2013/2014）」日本農業機械化協会
・「普通作物栽培基準（平成22年３月）」茨城県農業総合センター
・「野菜栽培基準（平成21年３月）」茨城県農業総合センター
・便益算定に必要な各種諸元は、茨城県農林水産部農地局農村計画課調べ
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